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第138回 日商簿記検定試験 １級 －原価計算－  解 説  

模範解答・予想配点・解説等は、学校法人高橋学園が独自の見解によって作成しており、検定試験実施機関における本試験の解答並びに出題の
意図を保証するものではありません。なお、予告なしにその内容を変更する場合がございます。ご理解いただいたうえで、ご利用ください。 

 

第１問 原価計算基準の穴埋め選択肢問題 

原価計算基準第２章第４節30「総合原価計算における直接原価計算」を参照 

 

第２問 標準直接原価計算(利益計画～予算統制) 

   直接原価計算と全部原価計算の違いは、製品の製造原価に何を含めて計算するかである。この２つの

違いを説明するのに必要なのは変動費と固定費である。変動費とは操業度の変化に伴い金額が増減する

費用であり、固定費とは操業度の変化に係わらず金額が常に一定額生ずる費用となる。全部原価計算は

財務諸表を作成する目的で採用され、製品の製造に使われた費用をすべて含めて製造原価を計算する方

法となる。したがって、変動費と固定費で製造原価を計算する。これに対して、直接原価計算は管理会

計(経営会計)目的で採用され、利用者が将来の収益予測を出来るだけ簡単に行うために、売上高のよう

に操業度(販売量)の変化に伴い増減する変動費のみを用いて製造原価を計算する。この場合、固定費は

販売費及び一般管理費と同様、期間原価として、その期に一括費用計上される。これらの違いを踏まえ

た上で各問を解説する。 

 

問１ 利益管理(ＣＶＰ分析) 

   ＣＶＰ分析とは、予算データを用いて操業度(volume)が変化したときに、費用(cost)と利益(profit)

がどのように変動するのかを分析するものである。ＣＶＰ分析を用いて、損失を出さないための最低売

上高(損益分岐点売上高)や目標営業利益をあげるために必要な販売量等を算定することができる。 

 ⑴ 製品Ａの原価標準(製品1個あたりの標準製造原価) 

   標準直接原価計算を採用している場合、製造原価に含められるのは変動製造費のみである。したがっ

て、固定製造間接費を除いた直接材料費、直接労務費、変動製造間接費を用いて算定する。 

        
 ・ 直 接 材 料 費   925 円／㎏× 2 ㎏  ＝ 1,850円  

 ・第１製造部門直接労務費  1,500円／時×0.4時間  ＝ 600円  

 ・第２製造部門直接労務費  2,500円／時×0.3時間  ＝ 750円  

 ・第１製造部門変動製造間接費   500円／時×0.4時間  ＝ 200円  

 ・第２製造部門変動製造間接費  2,000円／時×0.3時間  ＝ 600円  

 製品1個当たりの標準製造原価(解答)   4,000円  

        
 ⑵ 損益分岐点売上高 

   損益分岐点とは収益と費用の額が同じになる点である。具体的には、貢献利益から固定費の金額を差

し引いた営業利益がゼロとなるときの売上高と販売量を算定することになる。 

   損益分岐点売上高を算定するために重要なのは貢献利益の存在である。貢献利益とは売上高から変動

費を差し引いた金額であり、固定費の回収に貢献する利益となる。したがって、固定費を製品単位当た

りの貢献利益で回収していくとき、何個販売すればすべての固定費を回収できるのかを算定する。 

  ①製品１個あたりの貢献利益 

    10,000円(予定販売単価)－4,000円(標準変動製造原価)－1,000円(予算変動販売費)＝5,000円 

  ②年間固定費予算総額 

    16,200,000円(第１製造部門固定製造間接費予算)＋27,000,000円(第２製造部門固定製造間接費予

算)＋11,400,000円(固定販売費予算)＋24,600,000円(一般管理費予算)＝79,200,000円 
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  ③損益分岐点販売量 

    79,200,000円(年間固定費予算総額)÷5,000円／個(製品1個当たり貢献利益)＝15,840個 

  ④損益分岐点売上高 10,000円(予定販売単価)×15,840個＝158,400,000円(⑵の解答) 

⑶ 目標営業利益額 

  この問では、計画販売量における年間営業利益を算定する。しかし、［資料］には計画販売量の記載

がない。したがって、計画販売量を先に算定する必要がある。ＨＩＴ事業部では、目標売上高営業利益

率を6％に設定しているため、この利益率における販売量が計画販売量となる。 

 ① 計画販売量 

   販売量が不明なため、販売量をＸとおく。直接原価計算では、売上高から変動費、固定費を順に差

し引いて営業利益が計算されるため、下記の図のようになる。 

直接原価計算方式の損益計算書 

１．売上高 10,000Ｘ 円 

２．変動費 5,000Ｘ 円 

 貢献利益 5,000Ｘ 円 

３．固定費 79,200,000 円 

 営業利益 10,000Ｘ×0.06 円 

   ＣＶＰ分析においては直接原価計算の損益計算書のこの流れが重要になるため、しっかり押さえて

いただきたい。 

 5,000Ｘ(貢献利益)―79,200,000(年間固定費予算総額)＝10,000Ｘ(売上高)×0.06(売上高営業利益率) 

                      4,400Ｘ＝79,200,000 

                         Ｘ＝18,000 ∴計画販売量は18,000個となる。 

 ② 目標営業利益額 

   上記①で算定した計画販売量に単位当たり貢献利益を乗じた金額から固定費を差し引いて営業利

益を算定する。 

   18,000個(計画販売量)×5,000円／個(単位当たり貢献利益)－79,200,000円(固定費) 

＝10,800,000円(⑶の解答) 
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問２ 予算営業利益の差額(予算統制) 

   予定販売量における月間営業利益額と実際販売量における月間営業利益額との差額を分析する。この

差額は販売量のズレによるものであり、売上高、変動費の販売量差異を合計すると営業利益額の差額と

一致する。 

 本問では問われていないが、予定販売量と実際販売量を比較し、なぜ販売量がズレたのかをさらに分

析することにより、次期へのフィードバックが行われる。 

１．予定販売量ベースと実際販売量ベースの損益計算書(単位：円) 

予定販売量ベースの損益計算書  実際販売量ベースの損益計算書 

１．売上高 15,000,000  １．売上高 14,250,000 

２．変動売上原価 6,000,000  ２．変動売上原価 5,700,000 

変動製造マージン 9,000,000  変動製造マージン 8,550,000 

３．変動販売費 1,500,000  ３．変動販売費 1,425,000 

貢献利益 7,500,000  貢献利益 7,125,000 

４．固定費   ４．固定費  

 製造原価 3,600,000   製造原価 3,600,000 

 販売費 950,000   販売費 950,000 

 一般管理費 2,050,000   一般管理費 2,050,000 

営業利益 900,000   営業利益 525,000 

       
  差額：△375,000円(不利差異)(問２の解答)  

                          

２．予定販売量ベースの損益計算書各金額 

 ⑴ 月間予定販売量 18,000個(計画販売量)÷12ヶ月＝1,500個 

 ⑵ 売上高 10,000円(予定販売単価)×1,500個＝15,000,000円 

 ⑶ 変動売上原価 4,000円(標準変動製造原価)×1,500個＝6,000,000円 

 ⑷ 変動製造マージン ⑵－⑶＝9,000,000円 

 ⑸ 変動販売費 1,000円(予定変動販売費)×1,500個＝1,500,000円 

 ⑹ 貢献利益 ⑷－⑸＝7,500,000円 

 ⑺ 固定費(製造原価) (16,200,000円(第１製造部門固定製造間接費予算) 

＋27,000,000円(第２製造部門固定製造間接費予算))÷12ヶ月＝3,600,000円 

 ⑻ 固定費(販売費) 11,400,000円(固定販売費予算)÷12ヶ月＝950,000円 

 ⑼ 固定費(一般管理費) 24,600,000円(一般管理費予算)÷12ヶ月＝2,050,000円 

⑽ 営業利益 ⑹－⑺－⑻－⑼＝900,000円 

３．実際販売量ベースの損益計算書 

  各項目の単価、月間固定費は変動しないため、売上高等を算定する際に予定販売量ではなく、実際販売

量を乗じて算定していただきたい。 

※差額が生じる原因の差異分析(金額は各自算定のこと) 

売 上 高 数 量 差 異 △750,000円(不利差異)  

変動売上原価数量差異 300,000円(有利差異)  

変動販売費数量差異 75,000円(有利差異)  

差 異 総 額 △375,000円(不利差異) ※上記損益計算書の差額と一致 
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問３ 差異分析 

 上記問２から引き続き、予算統制に関する設問となる。問２が数量のズレに着目しているのであれば、

問３は価格のズレに着目している。差異分析の算定方法としては、販売価格差異と販売費予算差異は実

際販売量における予算額と実際額とを比較しており、製造原価差異は実際製造量における予算額と実際

額とを比較している。 

１．販売価格差異 13,800,000円(実際売上高)－(10,000円(予定販売単価)×1,425個(実際販売量) 

＝△450,000円(不利差異)(⑴、⑵の解答) 

２．販売費予算差異 

  (1,000円(予定変動販売費)×1,425個(実際販売量)＋950,000円(固定販売費予算)) 

－(1,496,630円(実際変動販売費)＋950,000円(実際固定販売費))＝△71,630円(不利差異)(⑶の解答) 

３．製造原価差異総額 

  製造原価差異について直接材料費は始点投入であるが、加工費は加工の進捗に応じて生ずる原価のため、

進捗度を考慮しないＢＯＸ図(生産データを図式化したもの)と進捗度を考慮したＢＯＸ図とを作成し、差

異分析する。 

 ⑴ ＢＯＸ図の作成 

仕掛品(直接材料費)  仕掛品(加工費) 

月初仕掛品 完成品  月初仕掛品 完成品 

20個   10個  

当月投入量 1,500個  当月加工量 1,500個 

 月末仕掛品   月末仕掛品 

1,520個 40個  1,510個 20個 

 ⑵ 直接材料費差異 

  (1,850円／個(製品単位当たり標準直接材料費)×1,520個(実際投入量)) 

－2,806,000円(実際発生額)＝6,000円(有利差異) 

 ⑶ 直接労務費差異 

  (600 円／個(製品単位当たり第１製造部門標準直接労務費)＋750 円／個(製品単位当たり第２製造部門

標準直接労務費))×1,510個(実際加工量)－(904,000円(第１製造部門実際直接労務費)＋1,160,000円(第

２製造部門実際直接労務費))＝△25,500円(不利差異) 

 ⑷ 製造間接費差異 

   ((200円／個(製品単位当たり第１製造部門標準製造間接費)＋600円／個(製品単位当たり第２製造部

門標準製造間接費))×1,510 個(実際加工量)＋3,600,000 円(月間固定製造間接費予算))－(303,000 円

(第１製造部門実際変動製造間接費)＋1,350,000円(第１製造部門実際固定製造間接費)＋948,500円(第

２製造部門実際変動製造間接費)＋2,250,000円(第２製造部門実際固定製造間接費)) 

＝△43,500円(不利差異) 

 ⑸ 製造原価差異 ⑵＋⑶＋⑷＝△63,000円(不利(借方)差異)(⑷、⑸の解答) 

 

問４ 全部標準原価計算での実際営業利益 

   直接標準原価計算と全部標準原価計算の実際営業利益では、生産量と販売量が異なる(在庫が存在す

る)場合、利益額が異なる。これは、直接原価計算と全部原価計算とで固定製造費の取扱いが異なるか

らである。 

直接原価計算の場合、固定製造費は期間原価となりその期の費用として一括計上される。これに対し

て全部原価計算の場合、固定製造費は製造原価の中に含まれる。生産量と販売量が一致する場合、固定

製造費の取扱いが異なっても、全額費用計上されるため、営業利益に差は出ない。しかし、在庫がある

場合、固定製造費の一部が売上原価としてその期の費用にならず、仕掛品原価、製品原価として次期に

繰り越される。このため、営業利益額が異なるのである。 
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１．製品Ａの原価標準(製品1個あたりの標準製造原価) 

        
 ・ 直 接 材 料 費   925 円／㎏× 2 ㎏  ＝ 1,850円  

 ・第１製造部門直接労務費  1,500円／時×0.4時間  ＝ 600円  

 ・第２製造部門直接労務費  2,500円／時×0.3時間  ＝ 750円  

 ・第１製造部門変動製造間接費   500円／時×0.4時間  ＝ 200円  

 ・第１製造部門固定製造間接費  2,250円／時×0.4時間  ＝ 900円  

 ・第２製造部門変動製造間接費  2,000円／時×0.3時間  ＝ 600円  

 ・第２製造部門固定製造間接費  5,000円／時×0.3時間  ＝ 1,500円  

 製品1個当たりの標準製造原価   6,400円  

        
 ⑴ 製品単位当たり第１製造部門固定製造間接費 

  ① 年間基準操業度 18,000個(計画販売量)×0.4時間(製品単位当たり標準直接作業時間) 

＝7,200時間 

  ② 第１製造部門固定製造間接費配賦率 

 16,200,000円(第１製造部門固定製造間接費年間予算額)÷7,200時間(基準操業度)＝2,250円／時 

 ⑵ 製品単位当たり第２製造部門固定製造間接費 

  ① 年間基準操業度 18,000個(計画販売量)×0.3時間(製品単位当たり標準直接作業時間) 

＝5,400時間 

  ② 第２製造部門固定製造間接費配賦率 

   27,000,000円(第２製造部門固定製造間接費年間予算額)÷5,400時間(基準操業度)＝5,000円／時 

 

２．全部標準原価計算の場合の実際営業利益額 

 ⑴ 売上高 13,800,000円 

 ⑵ 標準売上原価 6,400円(製品単位当たり標準製造原価)×1,425個(実際販売量)＝9,120,000円 

 ⑶ 原価差異 

  ① 直接材料費差異…上記問３の３．⑵と同じ6,000円(有利差異) 

  ② 直接労務費差異…上記問３の３．⑶と同じ△25,500円(不利差異) 

  ③ 製造間接費差異 

   ａ．標準原価 (200円／個(製品単位当たり第１製造部門変動製造間接費)＋900円／個(製品単位当た

り第１製造部門固定製造間接費)＋600 円／個(製品単位当たり第２製造部門変動製造間

接費)＋1,500 円／個(製品単位当たり第２製造部門固定製造間接費))×1,510 個(実際加

工量)＝4,832,000円 

   ｂ．実際原価 303,000円(第１製造部門実際変動製造間接費)＋1,350,000円(第１製造部門実際固定

費製造間接費)＋948,500 円(第２製造部門実際変動製造間接費)＋2,250,000 円(第２製

造部門実際固定製造間接費))＝4,851,500円 

   ｃ．製造間接費差異 ａ－ｂ＝△19,500円(不利差異) 

  ④ 原価差異総額 ①＋②＋③＝△39,000円(不利差異) 

 ⑷ 販売費及び一般管理費 

  1,496,630円(変動販売費)＋950,000円(固定販売費)＋2,050,000円(一般管理費)＝4,496,630円 

 ⑸ 営業利益額 

  ⑴－⑵－⑶－⑷＝144,370円(問４の解答) 
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 ※全部標準原価計算と標準直接原価計算の営業利益額の差額(単位：円) 

全部標準原価計算ベースの損益計算書  直接標準原価計算ベースの損益計算書 

１．売上高 13,800,000  １．売上高 13,800,000 

２．標準売上原価 9,120,000  ２．変動売上原価 5,700,000 

３．原価差異 △39,000  ３．原価差異 △63,000 

 売上総利益 4,641,000  変動製造マージン 8,037,000 

４．販売費及び一般管理費   ４．変動販売費 1,496,630 

 販売費 2,446,630  貢献利益 6,540,370 

 一般管理費 2,050,000  ５．固定費  

営業利益 144,370   製造原価 3,600,000 

     販売費 950,000 

     一般管理費 2,050,000 

     営業利益額 △59,630 

       
  差額：204,000円  

   上記損益計算書の差額は全部標準原価計算における月末棚卸資産に含まれるべき固定費から月初棚卸

資産に含まれるべき固定費を差し引いた差額と一致する。 

  ⑴ 月末棚卸資産に含まれるべき固定費 

    (900 円／個(製品単位当たり第１製造部門固定製造間接費)＋1,500 円／個(製品単位当たり第２製

造部門固定製造間接費))×20個(月末仕掛品量)＋(900円／個(製品単位当たり第１製造部門固定製造

間接費)＋1,500円／個(製品単位当たり第２製造部門固定製造間接費))×85個(月末製品量) 

＝252,000円 

  ⑵ 月初棚卸資産に含まれるべき固定費 

    (900 円／個(製品単位当たり第１製造部門固定製造間接費)＋1,500 円／個(製品単位当たり第２製

造部門固定製造間接費))×10個(月初仕掛品量)＋(900円／個(製品単位当たり第１製造部門固定製造

間接費)＋1,500円／個(製品単位当たり第２製造部門固定製造間接費))×10個＝48,000円 

  ⑶ 差 額 ⑴－⑵＝204,000円 ∴上記損益計算書の営業利益額の差額と一致する。 

 


